
○重点事業
 下水道事業及び簡易水道事業  

*人口3万人以上の団体について、期間内
に公営企業会計へ移行（H32.4まで）。

下水道事業は、公共下水道・流域下水道
について、期間内に移行することとし、集
落排水・合併浄化槽についてもできる限り
移行対象に含める。

*人口3万人未満の団体についても、でき
る限り移行。

   ※その他の事業については、団体の実情
に応じて移行を推進。

○移行経費に対する地方財政措置
（具体的な内容はH26年度中に決定） 

財政支援措置
等の検討

マニュアル作成
（研究会）

公営企業会計の適用拡大に向けたロードマップ

集中取組期間
（H27年度～H31年度） 

H26.8 H27.1頃 H32.4 H26.4 
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統一的な基準の周知、
財務書類等のマニュアル作成 等

 会計情報活用の検討

※移行期間は概ね3年間 
（やむを得ない理由がある場合に限り概ね5年間） 

* 「簡易水道事業、下水道事業等に対して公営企業会計の適用を促進する」
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○公営企業会計の適用拡大

○地方公会計の整備促進
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統一的な基準による
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